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序章 はじめに 

 本論文では、「多数人が 1 人に対して名誉・名誉感情侵害を集中的に行う1」という、イ

ンターネット上で今日多く見られる「炎上」に対して、民法719条 1 項後段における、現在

の共同不法行為法理による対処には理論的限界があることにつき論じる。 

 ここで、炎上とは、「多数人」が関与する、「 1 人」ないし特定の人に対する「集中的」

な、「名誉」毀損または「名誉感情」侵害ということができるが、このインターネット時代

においても、社会から受ける客観的評価である名誉2に比して、主観的な自己評価、ないし

端的に自尊心であるとされる名誉感情という保護法益については、後述のように、ネット

炎上・オンラインハラスメントの特性等に照らし、その十分な保護こそが要請されるとこ

ろであるにも関わらず、「社会通念上許される限度を超える侮辱行為であると認められる場

合3」に不法行為を構成するにすぎないとされ、詳細に検討がなされてこなかったように思

われる。 

 このような炎上、さらに、そのうち大きなウエイトを占める集団的な名誉感情侵害につ

いて、近時、共同不法行為の問題として捉えるという指摘がある4。すなわち、「共同不法

 
1 村田健介「インターネット時代における名誉・名誉感情侵害」法学教室502号（2022年）14頁。 
2 最判昭和45年12月18日民集24巻13号2151頁。 
3 最判平成22年 4 月13日民集64巻 3 号758頁。 
4 「インターネット上の誹謗中傷をめぐる法的問題に関する有識者検討会中間取りまとめ」

〈https://www.shojihomu.or.jp/public/library/726/report20220120_f.pdf〉98-100頁（以下「中間

取りまとめ」と呼称）。「インターネット上の誹謗中傷をめぐる法的問題に関する有識者検討会取りま

とめ」〈https://www.shojihomu.or.jp/public/library/728/report202205.pdf〉66-70頁（以下「取り

まとめ」と呼称）。いずれも2025年 1 月12日最終閲覧。仮屋篤子「インターネット上の侮辱」ジュリス

ト1573号（2022年）56頁。 



－ 2 － 

行為の問題として扱うことは、個々の書き込みだけでは名誉・名誉感情侵害が微小で『社

会通念上許される』と評価され得る場合であっても、多数の書き込みを一体的に取り上げ、

かつ、それによって生じた多大な精神的損害等について、連帯責任を負わせる5」という考

えである。さらに村田は、共同不法行為の成立において重要な関連共同性について、「実際、

炎上のケースにおいては、投稿者間に関連共同性を認めることはそれほど困難ではないで

あろう」とするほか、関連共同性が認められないとする場合においても、近年の建設アス

ベスト訴訟6における民法719条 1 項後段の類推や、各加害行為と結果との因果関係推定の

法理が、「炎上のケースにも妥当7」し得ると主張する。 

 しかし本稿では、建設アスベスト訴訟で示された共同不法行為の法理論は、ネット炎上

事案において、少なくとも全面的には、村田が示唆するように妥当するものではなく、「イ

ンターネット上の炎上」という、事案の特性に応じた具体的な修正が一定程度必要なもの

である点を示す。 

 以下の行論は 3 章からなる。まず第 1 章では、インターネット上の誹謗中傷や炎上、名

誉毀損・名誉感情侵害についての先行研究への言及を兼ねて、炎上とその民事的対応、と

りわけ共同不法行為アプローチについて概観する。続く第 2 章では、炎上への共同不法行

為アプローチに対し重要な示唆を与える判例だと思われる建設アスベスト訴訟に注目し、

判旨や学説について、考察を加える。そして第 3 章では、前章で分析した建設アスベスト

訴訟、および共同不法行為の法理が、インターネット上の炎上にどの程度妥当するかにつ

いて考察する。これによって、炎上もアスベスト問題と同様に719条 1 項後段類推適用とし

て処理できるように見えても、両者が念頭に置く事件類型が異なるために、被告（加害者）

の属性の違いや法益の違い、寄与度論の受容可能性や位置づけの違いから、実際には応用

への壁が多いことを示す。 

 

第１章 「炎上」と共同不法行為責任 

第１節 「炎上」とは 

 ここでは、本稿が検討対象とする、インターネット上の「炎上」について、その定義や

範囲等について、より具体的に確認する。いわゆる炎上の定義について、村田は「集団的

な誹謗中傷8」とする。他にも、インターネット上の誹謗中傷をめぐる法的問題に関する有

 
5 村田・前掲註（ 1 ）15頁。 
6 最判令和 3 年 5 月17日民集75巻 5 号1359頁。なお、建設アスベスト訴訟は全国的に提起され、本件と

同日付で 3 つの上告審判決が出されているが、本稿で扱うのは神奈川訴訟（第一陣）の上告審判決で

ある。 
7 村田・前掲註（ 1 ）15頁。 
8 村田・前掲註（ 1 ）10頁。 
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識者検討会が公表した、「中間取りまとめ」及び「取りまとめ」においては、直接「炎上」

という語を用いてはいないものの、「大量に誹謗中傷の投稿がされた場合9」を検討対象と

している。また、両取りまとめでは、「特定の者によって」大量の誹謗中傷投稿が行われた

か、「複数の者により全体として」大量の誹謗中傷投稿が行われたか10によって炎上の類型

を区別しており、本稿でもこの区別を採用する。 

 しかし、「誹謗中傷」という語もまた多義的で、様々な内容を含むものである。北澤によ

れば、「誹謗中傷」とは、そもそも法律用語ではなく、したがって用いる論者によって意味

が異なりうるものである。そのうえで北澤は、「誹謗中傷」と呼ばれる事例を、法律上の権

利侵害の観点から、以下のように①名誉毀損（名誉権侵害）、②プライバシー侵害、③名誉

感情侵害、④肖像権侵害、⑤不適切な情報ではあるものの法律上の権利侵害又は違法性が

認められないもの、の 5 つに分類する11。また、このうちの①～④については違法情報、

⑤については有害情報として区別することも可能だろう。 

 それを踏まえ、本稿は、「投稿に用いられた文言それ自体の侮辱性が高いとはいえず、そ

れのみをもっては社会通念上許される限度を超える侮辱行為とはいえない投稿が、複数の

者により全体として大量に行われている場合」、「全体として見れば違法な名誉感情の侵害

であると評価できるかどうか」について12、共同不法行為的対処を探るものであり、上記

分類の②プライバシー侵害、③名誉感情侵害、⑤不適切な情報ではあるものの法律上の権

利侵害又は違法性が認められないもの、とりわけ③と⑤に検討対象を限定する。なぜなら、

まず①名誉毀損は、保護法益である名誉が人格権として保護され、もしそれが侵害された

場合、被害者は、投稿者各人に対し損害賠償請求、さらには人格権に基づく差止請求も可

能である13ため、共同不法行為による対処をこの場で考える意義は乏しい。すなわち、名

誉毀損の一般不法行為を考えれば十分だと考えられるからである。④肖像権侵害について

も、確かに最高裁14は、「みだりに自己の容ぼう等を撮影されない」法律上保護されるべき

人格的利益（≒肖像権）の侵害を、それが「社会生活上受忍の限度を超えるものといえる

かどうかを判断して決すべき」としており、本稿が検討する、誹謗中傷が脅かす法益（人

格的利益）の性質に馴染みそうだが、複数の者により全体として累積的に肖像権侵害が成

立するケース自体を想定しがたい。 

 

 
9 「中間取りまとめ」93頁。 
10 「中間取りまとめ」95-96頁。 
11 北澤一樹「名誉毀損（信用毀損）に当たる誹謗中傷とは」ジュリスト1554号（2021年）32頁。 
12 「取りまとめ」67頁。 
13 最大判昭和61年 6 月11日民集40巻 4 号872頁（北方ジャーナル事件）。 
14 最判平成17年11月10日民集59巻 9 号2428頁。 
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第２節 「炎上」の特徴と被害の重大性 

 山口15は、インターネットが普及する以前の、新聞やテレビ等既存メディアにおいて誰

かの言動に対し批判的な意見が集中する現象と、近年のソーシャルメディア16上での炎上

とは、決定的に異なると主張する。それは次のような性質においてであるが、すなわち、

①拡散力の違い、②情報発信の容易化、③批判の可視化、④cyber cascadeの存在17である。

また、深町は、刑法の侮辱罪改正の文脈においてではあるが、オンラインにおける誹謗中

傷を、「オンラインハラスメント」の問題として捉える18。さらに、オンラインハラスメン

トの特性として、深町は、①匿名性、②高度の流通性、③オンラインにおける永続性、④

回避困難性を挙げる。 

 では、炎上におけるソーシャルメディアに特有の性質により、集中的な誹謗中傷投稿の

被害者にはどのような精神的／非精神的損害が生じるだろうか。この点に関し深町は、オ

ンラインハラスメントの侵害性について、社会的評価（＝名誉）の低下それ自体が重要な

のではなく、被害者に誹謗中傷・罵詈雑言が投げつけられることにより、被害者の自尊心

（＝名誉感情）が傷つけられ、精神的負荷によりＰＴＳＤや自殺にまで追い込まれること、

平穏生活利益が脅かされることにあると指摘する19。例えば、近時の侮辱罪法定刑引上げ

の契機となった、いわゆるテラスハウス事件20も、「テラスハウス」というテレビ番組にお

 
15 山口真一「ネット炎上の実態と政策的対応の考察―実証分析から見る社会的影響と名誉毀損罪・制限

的本人確認制度・インターネットリテラシー教育の在り方―」情報通信政策レビュー11号（2015年）

56-58頁。 
16 総務省「平成27年版情報通信白書」〈https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h27/ 

pdf/27honpen.pdf〉（2025年 1 月12日最終閲覧）199頁によれば、ソーシャルメディアとは、「インター

ネットを利用して誰でも手軽に情報を発信し、相互のやりとりができる双方向のメディア」であり、

ＳＮＳも、ブログやメッセージングアプリなどと並び、ソーシャルメディアの代表的な例であるとさ

れる。なお、本白書も、ソーシャルメディアが普及したことでもたらされた変化として、「拡散」と「炎

上」の問題を挙げる。 
17 山口・前掲註（15）57-58頁によれば、インターネットが有する、同じ思考やイデオロギーを持つ者同

士を繋げやすいという特徴から、集団内の討議がより極端な意見・選択に帰結し、集団極性化が起こ

りやすいことを指す。同じ主義主張を持つ人々が集まり、各個人の意見が先鋭的な状態では、不都合

な情報や異質な他者を排除したいという欲求が増幅され、排他的な言動をとるという点で炎上と密接

に関連する。 
18 深町晋也「オンラインハラスメントの刑法的規律―侮辱罪の改正動向を踏まえて」法学セミナー803

号（2021年）12頁。 
19 深町・前掲註（18）15-16頁。なお、同16-19頁では、オンラインハラスメントの一類型である、行為

者がＳＮＳ等に誹謗中傷などの投稿を行って不特定多数の目に留まるようにし、炎上を引き起こす「公

然炎上型」において、刑法的規律においては、ストーカー行為等規制法・ストーカー罪との関係を示

唆する。西貝吉晃「サイバーいじめと侮辱罪」法律時報93巻10号（2021年）1-2 頁も参照。さらに、

仮屋・前掲註（ 4 ）51-55頁も、不法行為法において「侮辱」にかかる保護法益は名誉感情と従来理解

されてきたと分析したうえで、インターネット上の侮辱は、「いじめ」と同様の構造を持つ、平穏生活

利益を侵害するものであると捉え直す。 
20 テラスハウス事件の概要や経緯等について、魚住真司「『テラスハウス』事件をめぐる一考察：ＢＰＯ
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ける、出演者の女性の番組内での言動に対し、ＳＮＳ上で大量の誹謗中傷が集まり、これ

らを苦に女性が自死したというものであった。これは、ネット上での炎上の典型的な、そ

して最も深刻な事例といえよう。 

 

第３節 民事的対応 

 上述の炎上がもたらす被害の重大性に鑑み、民法（不法行為法）の側からはいかなる救

済策が考えられるか。誹謗中傷の投稿に含まれる名誉毀損表現については、その投稿をし

た各自に対し、すでに述べたように損害賠償や差止めを求めることができるだろう。一方

で、名誉感情を侵害するにすぎない表現については、「社会通念上許される限度」、すなわ

ち受忍限度を超えなければ不法行為を構成しないとされ、差止めは、名誉感情という法益

が、人格権に満たない人格的利益にすぎないこと、外延が相当漠然としており、権利とし

ての明白性を備えていないことから、通常認められないとされてきた21。 

 また、（名誉毀損や）名誉感情を侵害するような表現であったとしても、その侵害の程度

が微小であり、「投稿に用いられた文言それ自体の侮辱性が高いとはいえず，それのみをも

っては社会通念上許される限度を超える侮辱行為とはいえない投稿22」に関しては、投稿

者各個人に何ら責任を問うことができないということになる。このような、権利を侵害す

るとまでは言えないが不適切な内容の有害情報に関しては、総務省プラットフォームサー

ビスに関する研究会「インターネット上の誹謗中傷への対応の在り方に関する緊急提言23」

においても、「権利侵害に至らない誹謗中傷の書き込み（有害情報）については、法的な根

拠に基づく対応を求めることは困難であり、基本的には事業者の判断に基づく対応に委ね

られるべきである」とされ、プラットフォーム事業者による自主規制が第一次的に要請さ

れている。 

 しかしながら、個々の書き込みの違法性（権利侵害の程度）は微小であっても、つまり

受忍限度の範囲内であっても、当該炎上の誹謗中傷的書込みを一体的に取り上げ、それに

よって生じた重大な精神的損害につき責任を問うことはできないか、という意識の下で、

 

放送人権委員会による審理開始をきっかけに」人権を考える（関西外国語大学）24号（2021年）59-74

頁参照。 
21 大塚直「保護法益としての人身と人格」ジュリスト1126号（1998年）41-42頁。ただし、大塚は不法行

為の効果として差止めを認める可能性までは否定しない。この点44頁註（41）のほか、同編『新注釈

民法（16)』(有斐閣、2022年）418-427頁［大塚執筆］参照。また、最判平成14年 9 月24日集民207号

243頁（「石に泳ぐ魚」事件）は、差止請求の対象である小説の出版により、「被上告人の名誉，プライ

バシー，名誉感情が侵害された」として、「人格権としての名誉権等」に基づく差止めを肯定したが、

その位置づけは悩ましい。 
22 「中間取りまとめ」95頁。 
23 総務省 プラットフォームサービスに関する研究会「インターネット上の誹謗中傷への対応の在り方に

関する緊急提言」〈https://www.soumu.go.jp/main_content/000705948.pdf〉6 頁（以下「緊急提言」

と呼称）。2025年 1 月12日最終閲覧。 
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ネット炎上への共同不法行為法理による対処が主張されるようになった。先の「緊急提言」

においても、有害情報について、「この際、書き込まれた被害者にとっては大量の誹謗中傷

の書き込み等は大きな精神的苦痛になることも想定され、社会的受忍限度を超える結果と

して、違法情報と評価されることもあり得ることに留意が必要である24」とする。なお、

本稿では共同不法行為の本来の効果としての損害賠償のみを扱い、「中間取りまとめ」・「取

りまとめ」が主眼を置く、「個別には違法性を肯定し難い大量の投稿25」の差止め（削除等）

については紙幅の関係上扱わない。 

 

第４節 共同不法行為というアプローチ 

 では、炎上、及びそこで行われる大量の誹謗中傷に対し、共同不法行為法理を用いて法

的に対処する利点は何だろうか。それは、「個別には違法性を肯定し難い大量の投稿」であ

ったとしても、それにより生じた重大な精神的損害に鑑み一体的に取り上げ、投稿者らに

連帯責任（損害賠償責任）を負わせることが、損害の公平な分担という不法行為法の根本

理念に資する、という点であろう。他にも、共同不法行為という法律構成の意義について、

現在の有力な見解によれば、個別の不法行為と結果との間の因果関係に代え、共同（不法）

行為と結果との間の因果関係を考える点にあるとされる。すなわち、各行為者について、

因果関係を除く、故意・過失等の不法行為責任の成立要件の充足（の立証）は必要である

が、残る因果関係については、個別の行為と結果との間の因果関係に代わるものとして、

共同行為と結果との間の因果関係があれば足りるとする因果関係要件の緩和26も、被害者

（原告）の立証負担の軽減という観点から利点だと考えられる。 

 なお、ここで共同不法行為によるアプローチに適合的だと考えられるのは、両取りまと

めの分類における、「複数の者により全体として」大量の誹謗中傷投稿が行われたケースで

ある。他方「特定の者によって」大量の誹謗中傷投稿が行われたケースにおいては、共同

不法行為構成を検討するのではなく、個々の投稿が違法とまではいえないとしても、その

ような侮辱的な投稿が繰り返されていること、書き込みの数が多いことといった投稿数や、

短期間に立て続けに行われたことといった投稿の経緯等を勘案27し、当該特定加害者の行

為が、「社会通念上許される限度を超えた侮辱行為」であると判定することは比較的容易だ

と考えられる。 

 
24 「緊急提言」6 頁。 
25 「中間取りまとめ」92頁以下。 
26 鎌田薫ほか編『新基本法コンメンタール 債権 3』（日本評論社、2024年）139頁［窪田充見＝水野謙執

筆］。 
27 「中間取りまとめ」93-95頁。こうした事情を考慮する裁判例として、東京高判令和 4 年10月20日判タ

1511号138頁、東京地判令和 2 年 9 月25日D 1 -Law29061141、東京地判令和元年12月 2 日D 1 -Law29058559

等がある。 



インターネット上の「炎上」と共同不法行為 

－ 7 － 

 個別の行為に代わり共同行為と結果（精神的損害）との因果関係を考える上では、加害

者間に関連共同性が認められることが必要となる。すなわち、複数加害者の行為が損害と

の関係において、法的に見て一つの加害行為と評価できる程に帰責における一体性を有す

ることが必要とされる28。では、炎上のケースにおいて関連共同性を認めることに支障は

ないのだろうか。この点、「取りまとめ」によれば、「例えば、投稿者がお互い並行して投

稿を行っていることを認識しているときは、その限りで複数人の投稿行為を全体として評

価して違法性を判断することができ29」るとする。村田も、インターネット上で特定人や

特定のアカウントに対して集中的に攻撃を加えることは、物理的な場所の問題ではないに

しろ、時間的・場所的近接性を認めることが可能なほか、そのような集中的な攻撃は名誉・

名誉感情侵害の危険を共同で作出していると評価でき、したがって客観的関連共同性があ

るとみてよいのではないかと主張する30。 

 さらに、このような関連共同性が認められない場合の理論的端緒として村田が注目する

のが建設アスベスト訴訟であるが、続く第 2 章で分析を行う。 

 

第２章 建設アスベスト訴訟の分析31 

第１節 事件の概要 

 本件は、主に神奈川県内の建設現場にて建設作業に従事していたXらが、石綿（アスベス

ト）粉塵を吸入、曝露したことにより、中皮腫、石綿肺、肺がん等の石綿関連疾患にり患

したとして、国に対して国賠法 1 条 1 項に基づく国家賠償請求を、建材メーカーＹ1～Ｙ6

に対し民法709条・719条等不法行為に基づく損害賠償請求を行ったものである。アスベス

トに関しては、発がん性等が指摘されながら、1995年までは明確な法規制もなく建材とし

て使用され続けてきたことから、全国各地で国と建材メーカーに対する訴訟が提起されて

きたという背景がある32。本判決の争点は民法・行政法・労働法にまたがる重要なもので

あるが、以下では建材メーカーに対する民事責任に限り取り上げる。 

 Ｘらは、建設現場において、被告（Ｙ1～Ｙ6）らが製造した石綿含有建材（以下「本件

 
28 平井宜雄『債権各論Ⅱ 不法行為』（弘文堂、1992年）193-196頁、内田貴『民法Ⅱ［第 3 版］』(東京大

学出版会、2011年）537頁。 
29 「取りまとめ」68頁。 
30 村田・前掲註（ 1 ）15頁。 
31 今回参照した判例評釈・解説として、中野琢郎「判解」ジュリスト1562号（2021年）84-93頁、宮﨑朋

紀「判解」同94-97頁、大塚直「判批」論究ジュリスト37号（2021年）182-189頁、林誠司「判批」令

和 3 年度重要判例解説（ジュリスト1570号）（2021年）72-73頁、山岡航「判批」法学セミナー808号（2022

年）132-133頁、山城一真「判批」法学教室492号（2021年）129頁、米村滋人「判批」『民法判例百選

Ⅱ 債権［第 9 版］』（2023年）178-179頁等。 
32 前掲註（31）米村「判批」178頁。 
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ボード三種」と呼称）を取り扱った結果石綿粉塵に曝露した。その量は、当該曝露期間中

の曝露量全体のうち 3 分の 1 程度に相当すると認められるものの、石綿関連疾患の発症に

対し、どのメーカーがどの程度の影響を与えているのか（寄与度）といった、加害者の特

定及び個別的な因果関係を明らかにすることが極めて困難であった33。すなわち、Ｘらに

とっては、Ｙらが本件ボード三種を市場に流通させた結果、各メーカーの建材に含まれる

アスベストがＸらの疾患を発症させる程度にまで到達したこと（いわゆる到達の因果関係）

の立証は容易でないということになる34。 

 第一審35は請求を全面的に棄却。第二審36は、Ｙ1～Ｙ3（Ｙら）に対しては義務違反を肯

定し、三者の寄与度は合わせて全損害の 3 分の 1 と認定した。そのうえで、中皮腫の発症

については民法719条 1 項後段を適用し集団的寄与度の範囲内（ 3 分の 1 ）で連帯責任を認

めるほか、それ以外の損害に関しては719条 1 項後段の（類推）適用を否定し、709条に基

づき寄与度の割合に応じた分割責任を負うとして、Ｙらの建材の市場占有率に 3 分の 1 を

掛けた割合を各自の寄与度とした。Ｘら、Ｙら双方から上告受理申立てがなされた。 

 

第２節 裁判所の判断37 

 「（ⅰ）民法719条 1 項は，……複数の者がいずれも被害者の損害をそれのみで惹起し得

る行為を行い，そのうちのいずれの者の行為によって損害が生じたのかが不明である場合

に，被害者の保護を図るため，公益的観点から，因果関係の立証責任を転換して，上記の

行為を行った者らが自らの行為と損害との間に因果関係が存在しないことを立証しない限

り，上記の者らに連帯して損害の全部について賠償責任を負わせる趣旨の規定であると解

される。（ⅱ）そして，同項後段は，その文言からすると，被害者によって特定された複数

の行為者の中に真に被害者に損害を加えた者が含まれている場合に適用されると解するの

が自然である」。なぜならば、「仮に，上記の複数の行為者のほかに被害者の損害をそれの

みで惹起し得る行為をした者が存在する場合にまで，同項後段を適用して上記の複数の行

為者のみに損害賠償責任を負わせることとすれば，実際には被害者に損害を加えていない

者らのみに損害賠償責任を負わせることとなりかねず，相当ではない」からである。よっ

て、「被害者によって特定された複数の行為者のほかに被害者の損害をそれのみで惹起し得

る行為をした者が存在しないことは，民法719条 1 項後段の適用の要件である」。 

 また、（ⅲ）Ｙら建材メーカーは、「石綿含有建材を製造販売する際に，……重篤な石綿

 
33 前掲註（31）山岡「判批」132頁。 
34 千葉惠美子「製造物責任の競合と共同不法行為責任の可否（発展編）―建築アスベスト事件を素材と

して」法学セミナー839号（2024年）87頁。 
35 横浜地判平成24年 5 月25日訴月59巻 5 号1157頁。 
36 東京高判平成29年10月27日判タ1444号137頁。 
37 以下判決引用文の（ⅰ)-(ⅵ）は筆者。 
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関連疾患を発症する危険があること等を当該建材に表示する義務を負っていたにもかかわ

らず，その義務を履行していなかったのであり」、Ｘらは「累積的に石綿粉じんにばく露し

ているが，このことは，これらの建材メーカーにとって想定し得た事態というべきである」。 

 しかしながら、「（ⅳ）本件においては，被告Ｙ1社らが製造販売した本件ボード三種が上

記の本件被災大工らが稼働する建設現場に相当回数にわたり到達して用いられているもの

の，本件被災大工らが本件ボード三種を直接取り扱ったことによる石綿粉じんのばく露量

は，各自の石綿粉じんのばく露量全体の一部であり，また，被告Ｙ1社らが個別に」Ｘらの

石綿関連疾患の「発症にどの程度の影響を与えたのかは明らかでない」ため、719条 1 項後

段を本来適用することはできない。 

 「（ⅴ）そこで，本件においては，被害者保護の見地から，上記の同項後段が適用される

場合との均衡を図って，同項後段の類推適用により，因果関係の立証責任が転換されると

解するのが相当である。（ⅵ）もっとも，本件においては，本件被災大工らが本件ボード三

種を直接取り扱ったことによる石綿粉じんのばく露量は，各自の石綿粉じんのばく露量全

体の一部にとどまるという事情があるから，被告Ｙ1社らは，こうした事情等を考慮して定

まるその行為の損害の発生に対する寄与度に応じた範囲で損害賠償責任を負う」。したがっ

て、「以上によれば，被告Ｙ1社らは，民法719条 1 項後段の類推適用により，中皮腫にり患

した本件被災大工らの各損害の 3 分の 1 について，連帯して損害賠償責任を負う」。 

 

第３節 分析 

 以下では、719条 1 項後段の解釈適用や本件アスベスト訴訟の意義の議論自体について

（非常に錯綜しているため）深くは立ち入らず38、判旨のうちネット炎上への共同不法行

為アプローチに関連する部分を取り上げ、分析の対象とする。 

 

１ 関連共同性について 

 共同不法行為が成立するためには、複数関与者の間に「共同」の関係、すなわち「関連

共同性」が認められる必要である。この共同不法行為としての一体性である関連共同性は、

719条（ 1 項前段）の意義として有力に主張される、被害者が各加害行為と結果との間の因

果関係について証明する必要はないという意味での関係要件の緩和を論理的に支えるもの

 
38 共同不法行為、なかでも719条 1 項後段の詳細な議論について、例えば次を参照。内田貴「近時の共同

不法行為論に関する覚書（上）（下）」NBL 1081号4-12頁、1082号32-39頁、同「近時の共同不法行為論

に関する覚書（続）（上）（下）」同1086号4-13頁、1087号19-26頁（いずれも2016年）。吉村良一「建設

アスベスト訴訟と共同不法行為論― 4 つの高裁判決の検討を中心に―（1)(2）」立命館法学383号

257-306頁、171-222頁（どちらも2019年）。最近のものとして、尾藤司「複数行為者の不法行為責任に

関する基礎理論的考察：民法719条 1 項後段の責任の意義と限界（1)-(6）」立命館法学401号373-413

頁（2022年）、404号345-407頁、407号290-349頁、408号377-417頁、409号485-527頁（2023年）、413

号259-322頁（2024年）。 
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である39。 

 では、1 項後段の（類推）適用が問題となった本件アスベスト訴訟について関連共同性

の有無を検討すると、Ｙらはそれぞれが市場にアスベスト含有建材（本件ボード三種）を

市場に流通させたにすぎず、この行為をもって「危険共同体としての一体性〔共同行為〕」

があったとするのは困難である。よって、Ｙらには主観的にも客観的にも関連共同性があ

ったとはいえないだろう40。ただし、今日の多数説によれば41719条 1 項後段においては関

連共同性を全く不要とし、同一の損害惹起に関与していれば、全く偶然の関係でもよいと

するほか、場所的・時間的近接性も要求されない42。その代わりに被害者は、判旨（ⅱ）

の通り、複数行為者らの「十分性」を後述のように証明しなければならない43。 

 他方、1 項前段においては、一般に関連共同性が要求されるものの、関連共同性の内実

については、学説・裁判例によりさまざまであり、非常に難解である44。とはいえ、1 項前

段の効果である、加害者らの減免責を認めない厳しい連帯責任に釣り合った主観的または

（強い／弱い）客観的関連共同性、すなわち、「他人の行為の利用と自己の行為の他人によ

る利用の容認45」、または「加害行為が社会観念上全体として一個の行為として評価するの

が適切な一体性をも」つこと、もしくは因果関係要件緩和との関係で、「複数者の行為の何

らかの関連性を措定する概念」が要求される46ということになるだろう。この関連共同性

の有無という点で、719条の問題である（狭義の）共同不法行為と、「賠償の対象たる同一

の損害を生じさせた行為者が複数人存在し、それらの者が行った独立の基本型不法行為が

偶然に競合するにすぎない場合47」、すなわち709条が専ら問題となる競合型不法行為とが

区別される。 

 

２ 719条 1 項前段の適用可否 

 719条 1 項前段の適用の要件として、一般に、①各行為者の行為が、因果関係以外の責任

 
39 窪田＝水野・前掲註（26）142頁。 
40 千葉・前掲註（34）87頁。 
41 反対説として、淡路剛久『公害賠償の理論［増補版］』（有斐閣、1978年）129-134頁や、大阪地判平成 

3 年 3 月29日判時1383号22頁（西淀川大気汚染第 1 次訴訟）などは「強い関連共同性」がある類型を 1 

項前段に、「弱い関連共同性」がある類型を 1 項後段に位置づける。 
42 大塚・前掲註(21)『新注釈民法(16)』303頁のほか、幾代通＝徳本伸一『不法行為法』(有斐閣、1993

年)229頁以下。 
43 幾代＝徳本・前掲註（42）229頁、澤井裕『テキストブック 事務管理・不当利得・不法行為［第 3 版］』

（有斐閣、2001年）358-359頁。 
44 学説・裁判例の概観として、大塚・前掲註（21）『新注釈民法（16）』290-299頁参照。 
45 橋本佳幸ほか『民法Ⅴ 事務管理・不当利得・不法行為［第 2 版］』（有斐閣、2020年）299頁［大久保

邦彦執筆］。 
46 大塚・前掲註（21）『新注釈民法（16）』296-297頁。 
47 平井・前掲註（28）206頁。 
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成立要件、すなわち各人の独立した行為、故意・過失、責任能力、権利法益侵害、違法性

を充足する必要がある48ほか、先述の通り②一定の関連共同性が必要とされる。しかし、

本件アスベスト訴訟には、被告建材メーカーＹらに関連共同性を認められないため、719

条 1 項前段を適用して解決を図ることはできない。 

 

３ 択一的競合とその要件 

 719条 1 項後段は、「共同行為者のうちいずれの者がその損害を加えたかを知ることがで

きないとき」にも、共同行為者が連帯して責任を負うことを規定する。具体的に本条が適

用されるのがいわゆる択一的競合の事例である。すなわち、「単独惹起力のある複数の加害

行為があったものの、現実に損害を発生させたのはいずれか一つのみと考えられ、しかし

どの行為が原因となったか不明な49」場合とされる。その立法趣旨は、判旨（ⅱ）前半に

もあるが、このような加害行為の競合によって加害者の特定が困難である場合に、因果関

係不明のリスク（＝立証責任）をすべて被害者に負わせ、すべての被告を免責してしまう

ことは、「公益的観点から」公平を欠くためとされる50。よってその効果としては、因果関

係の証明責任を加害者側に転換するのみであり、前段とは異なり、因果関係の不存在を証

明できれば、当該被告（可能的惹起者）は免責される。証明できない場合は、全部連帯責

任を負う51。 

 他方、1 項後段の要件として、①被告らの行為が、当該権利法益侵害を惹起する一定以

上の具体的危険性を有すること（適格性）、②原告が特定した「共同行為者」のほかに損害

全部の可能的惹起者はいないこと（十分性）、③被告らの各行為が因果関係以外の一般不法

行為の要件をみたしていること、が挙げられる。前述の通り、「共同行為者」間の関連共同

性は通常必要ないとされる。 

 これを本件について見ると、判旨（ⅳ）も述べるように、各建材メーカーらが、それぞ

れ単独で疾患を発生させられるだけの建材（が含むアスベスト）をＸらの現場に到達させ

たことを証明できないとしている。すなわち本件アスベスト訴訟においては、②の十分性

に欠け、719条 1 項後段を本来適用することはできなかった。 

 

４ 累積的競合とその要件 

 累積的競合とは、「単独惹起力のない加害行為が複数存在し、それらが累積的に影響して

損害が生じたものの、どの行為がどの程度結果に寄与したかは不明な（すなわち寄与度不

 
48 大塚・前掲註（21）『新注釈民法（16）』286-288頁。この点を指摘する裁判例として、例えば大阪地判

昭和51年 2 月19日判タ333号136頁（大東水害訴訟第一審判決）がある。 
49 前掲註（31）米村「判批」179頁。 
50 大塚・前掲註（21）『新注釈民法（16）』301頁。 
51 大久保・前掲註（45）293-294頁。 
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明の）場合52」とされる。この場合、どの原因も単独惹起力がないため「あれなければこ

れなしの関係」になく、709条責任が成立しない。同じ理由で719条 1 項後段も適用できな

いほか、伝統的通説によれば前段にもあたらない53。このように不法行為法の救済の及ば

ないかのように見える54累積的競合の事例について、学説や本件訴訟を含む裁判例は、「何

ら手を施さなければ事実的因果関係の立証困難により賠償を得られない被害者の救済55」

のために、719条 1 項後段類推適用という論理を導く。 

 以下では719条 1 項後段類推適用の要件や内実につき、本件判旨から抽出しつつ述べるこ

ととする56。まず類推適用の根拠として、判旨（ⅴ）にあるように、「被害者保護の見地か

ら、上記の同項後段が適用される場合との均衡を図」ることを挙げる。つまり、択一的競

合（加害者不明）においても累積的競合（寄与度不明）においても、個別的因果関係の立

証は同様に困難である点、しかしながら前者は加害者の特定が困難なことに鑑み、（因果関

係の推定、立証責任転換という）保護を受けるにもかかわらず、複数の加害者を特定はで

きたがそれぞれの寄与度を立証できないという後者には保護を与えない、というのは不公

平である57という点が類推適用の理由であろう。 

 次に類推適用の要件は何か。山岡が指摘するような、本件ボード三種が、Ｘらが稼働す

る建設現場に相当回数にわたり到達して用いられている点や、Ｙらが個別にＸらの石綿関

連疾患の発症にどの程度の影響を与えたのかは明らかでない点が基礎づけるような、① 1 

項後段本来適用に匹敵する被害者の要保護性58のほか、上述のいわゆる②到達の因果関係

（可能性）に関する高度の蓋然性が考えられる59。また、各行為者らそれぞれの寄与度を

証明することはできないとしても、③被告行為者らが全体として、損害全部のうちどの程

度寄与したのかについて証明は要求されることになるだろう（判旨（ⅳ）（ⅵ））。千葉も、

複数の者によって被害者に対する法益侵害を惹起させる危険性のある行為があったこと、

および複数の原因行為が累積して被害者の法益侵害を発生させたことの 2 つが類推適用の

 
52 前掲註（31）米村「判批」179頁。 
53 前掲註（31）米村「判批」179頁。 
54 この点につき、大塚・前掲註（21）『新注釈民法（16）』308頁は、「寄与度不明の場合」はもともと旧

民法財産編378条に規定が置かれていたが、現行民法が、明文上同規定を脱落させていたドイツ民法第 

2 草案を継受したために規定が失われてしまった、いわゆる「法の欠缺」状態にあることを指摘する。 
55 中原太郎「寄与度に応じた責任」法学教室523号（2024年）60頁。 
56 ただし、前掲註（31）中野「判解」92頁によれば、本件最高裁は 1 項後段類推適用の事例判断をした

にすぎず、類推適用が認められる要件について、一般的な法理を示したものではないと留保を付して

おり、検討には注意する必要がある。 
57 大塚・前掲註（21）『新注釈民法（16）』308-309頁、渡辺知行「『加害者不明の共同不法行為』につい

て（5）」名古屋大学法政論集151号（1993年）456頁以下。 
58 前掲註（31）山岡「判批」13頁。 
59 前掲註（31）林「判批」73頁。 
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要件であると述べており、同趣旨とみられる60。一方で、本来適用に際して要求される、

原告が特定した「共同行為者」の外には損害全部を惹起する行為者がいないこと、すなわ

ち十分性については、判決において言及がなく、不要とする態度のようである。これは、

Ｙらの集団的寄与度を証明できれば、当該寄与度（本件では 3 分の 1 ）の範囲内では他の

原因者の介在はなく、十分性を証明したのと同じだからであるとする理解がある61。しか

しながら、原因者らの行為の関連性・一体性、加えてそれと関連した原因行為同士の時間

的・場所的近接性の要否など、類推適用の正当化事由には依然不明なものも多く、同法理

の一般化には課題が残されている。 

  1 項後段類推適用の効果は、分割責任ではなく連帯責任ということになるが、本件が示

すように、寄与度不明である以上、被告らの原因行為が惹起した損害のうち全部ではなく、

寄与度の範囲での連帯責任ということになろう（ⅵ）。 

 

５ 「寄与度」というマジックワード62 

 本節の最後に、「寄与度」という概念について簡単に考察する。今日の寄与度概念は、原

因競合の状況下で割合的責任を実現するために用いられるものであり、事実的因果関係の

レベルではなく、損害賠償の範囲や損害の金銭的評価のレベルにおいて、いったん要件レ

ベルで肯定されていた全額賠償責任を効果レベルで限定するものと理解される63。すなわ

ち、他人や他原因の寄与を考慮して、あるいはその者がどの程度寄与したかを考慮して責

任範囲や賠償額を決める64（寄与度減責）、評価的な概念といえる。他方で、鋭い批判もあ

る。つまり、原因競合事案では責任を限定するという価値判断や、その限定をもたらす原

因を無数の事象から選択するという価値判断、減責の割合を量的に決定する際の価値判断

といった、多くの高度な価値判断を内包するにもかかわらず、責任の限定という操作を記

述するのみで、価値判断の根拠が説明されていないのである65。 

 この非常に根本的な批判を受けながらも、なお本件アスベスト訴訟では、事実的因果関

係の立証困難からの救済とその調整のために寄与度論を最高裁が援用するに至っている。

判旨（ⅳ）（ⅵ）からもわかるように、「この文脈での寄与度論は、責任肯定に異論ない加

害者の責任を適正に変換するための議論」ではなく、「被害者救済のために割合的にでも責

任を課すための議論」であったことは重要だろう66。判決では、寄与度の確定において、

 
60 千葉・前掲註（33）88頁。 
61 前掲註（31）米村「判批」179頁。 
62 窪田充見『過失相殺の法理』（有斐閣、1994年）70-71頁。 
63 中原・前掲註（55）55-56頁。 
64 窪田充見『不法行為法［第 2 版］』（有斐閣、2018年）476-477頁。 
65 中原・前掲註（55）56頁、窪田・前掲註（60）51-72頁。 
66 中原・前掲註（55）60-61頁。 
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全体の石綿曝露量のうちの本件ボード三種が原因の曝露量という、Ｙらの行為の事実的な

影響力に依拠するが、Ｙら以外の本件ボード三種を製造していたメーカーの存在による減

責を行わないなど、評価的な側面も含む。しかし判決文中では「こうした事情等」とする

のみで考慮要素がなお不明確である。 

 

第３章 「炎上」への理論的応用可能性とその限界 

 村田は、建設アスベスト訴訟と、ネット炎上の理論的共通性について、「個々の行為だけ

では、結果の一部しか惹起させることができず、行為が累積することによってはじめて全

部の結果を惹起させることができる場合（累積的競合）には、719条 1 項後段の類推適用を

認めて、各加害者の行為と結果との因果関係を推定する。この法理は、炎上のケースにも

妥当しよう67」と簡潔に述べる。しかし、以下に述べる諸点に照らして、アスベスト訴訟

の判旨や 1 項後段類推適用法理を、ネット炎上の類型へと敷衍することはそれほど容易で

ないことを示す。その際、はじめに指摘しておかなければならない、かつ最も克服困難な

点は、累積的競合の事例や、1 項後段類推適用に関する研究・議論は、基本的に都市型の

大気汚染・公害を念頭に積み重ねられてきたということである68。 

 

第１節 難点 1 ：加害者の属性 

 ネット炎上の事例と都市型の公害は事件類型としてどのような点が異なり、それはどれ

ほど大きな理論的乖離をもたらすか。なお、同様の問題は、誹謗中傷の加害者らにいずれ

の意味での関連共同性を認めた際にも69無視できない。 

 一つ目は、被告、すなわち加害者の属性の違いに由来する。公害や大気汚染、さらに今

回のアスベスト訴訟についても、原因行為者（被告）は基本的に企業であり、特に公害な

らばその汚染源は大企業であることも少なくない。このような（大）企業ならば、共同不

法行為責任として全額連帯責任を負ったとしても、通常相当程度資力はあるだろうし、賠

償金を任意保険等で賄うことも可能だろう。加害企業間での求償も個人間よりは容易だと

考えられる。他方ネット炎上においては、加害者となるのは通常個人のネットユーザーで

あり、その資力は企業と比べ格段に小さい。加害者が賠償責任に備え任意保険に加入して

いることも想定し難い。例えば、大量の誹謗中傷を苦に亡くなったり、重篤な（精神的）

疾患をわずらったりした場合、これら損害と投稿者らの誹謗中傷との相当因果関係が認め

 
67 村田・前掲註（ 1 ）15頁。 
68 例えば、吉村良一『政策形成訴訟における理論と実務 福島原発事故賠償訴訟・アスベスト訴訟を中心

に』（日本評論社、2021年）391頁以下でも、集団的寄与度責任の意義として、原告と被告の企業群双

方の利点を挙げる。 
69 村田・前掲註（ 1 ）15頁、「中間取りまとめ」98-100頁、「取りまとめ」68頁。 
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られるとすれば、加害者らは、通常の名誉毀損で命じられる慰謝料よりもはるかに高額な

賠償責任を、全額連帯で負うことになる。このほか、一言悪口を書き込んだ加害者が、執

拗に被害者を追い詰めた加害者と同様の全額連帯責任を負うというのは、（免責の立証は許

されているが）問題を含むようにも思われる70。加えて問題となりうるのは加害者間の求

償関係だろう。炎上に参加した大量の、加えて匿名のネットユーザー同士がいかにして公

平な損害分担を実現するのだろうか。 

 

第２節 難点 2 ：保護法益の性質 

 二つ目は、両類型の保護法益の（性質の）違いに由来する。すでに述べてきたが、ネッ

ト炎上においては名誉感情、および前述の深町や仮屋の議論によれば平穏生活利益が侵害

されているということになるが、公害やアスベスト事件では主として健康、または生命や

身体といった法益が脅かされている。前者は法律上保護された利益、ないし人格的利益と

呼ばれる一方で、後者は不法行為法が保護する法益の中でもいわゆる絶対権71に位置づけ

られるという違いも存するが、より重要なのは、誹謗中傷を行った各加害者ら、あるいは

被告の集団らに対する個別的・集団的寄与度の立証をいかに行うのかという点においてで

ある。前節とも関連するが、大気汚染・公害の場合、寄与度の確定に際し、定量的な汚染

物質排出の大気拡散シミュレーションに基づく裁判例72が多いのに対し、炎上ケースでは、

個々では違法とはいえない誹謗中傷投稿のまとまりが、すべての誹謗中傷投稿のなかで、

原告の全損害に対しどの程度寄与したかについて判断することになる。原告は何をどのよ

うに主張立証し、裁判所はそれを踏まえどのようにして寄与度を評価・確定するのか必ず

しも定かではない。ごく簡潔にいえば、名誉感情といった「感情の領域73」の侵害が原因

の精神的損害について、「寄与度」なるものをどの程度観念可能だろうか。さらに、中原や

潮見は、本判決が示唆する論理を敷衍すれば、複数原因の累積的競合一般において、複数

ないし個別原因の寄与度を被害者が立証できれば被害者がその範囲で賠償を得られるとい

うことにもなり得るのではないかと指摘する74。しかし、本判決の理論を「分割責任」の

 
70 淡路・前掲註（41）134頁も、公害賠償の局面ではあるが同様の懸念を示す。すなわち、（強い）関連

共同性が認められるならば、数％未満の寄与しかない企業にさえも全損害を負わせるのは酷であり、

加害企業間の衡平からも問題であると述べる。この懸念も含め難点 1 は、炎上ケースにおいて、（特に

主観的）関連共同性を容易に認めてしまえば、一層顕在化するのではないか。 
71 橋本・前掲註（45）25頁。また、「個人の権利の領域は、万人に向けられた侵害禁止によって保護され

る絶対権を包含する」。 
72 前掲大阪地判平成 3 年 3 月29日判時1383号22頁（西淀川大気汚染第 1 次訴訟）、大阪地判平成 7 年 7 月 

5 日判タ889号64頁（西淀川大気汚染第 2 次- 4 次訴訟）、名古屋地判平成12年11月27日判タ1066号104

頁（名古屋南部訴訟）等。 
73 大塚・前掲註（21）「保護法益としての人身と人格」42頁。 
74 中原・前掲註（55）61-62頁、潮見佳男『基本講義債権各論Ⅱ［第 4 版］』（新世社、2021年）192頁。 
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方向へと押し進めることは、個別には違法性を認め難い投稿群であったとしても、それに

より生じた重大な精神的損害に鑑み一体的に取り上げ、投稿者らに連帯責任を負わせると

いう、炎上への共同不法行為的対処の意義を減殺するのではないか。 

 以上のことから、寄与度を語り得る場面は多数存在し得るが、その受容可能性や位置づ

けは場面ごとに異なることを踏まえ、炎上というケースにおける個別的な正当化・具体化

に努めるべきではないか75。 

 

第３節 小括 

 ここまで、近時の建設アスベスト訴訟の最高裁判決とそれをめぐる議論に絡めながら、

インターネット上の炎上に対して、共同不法行為責任を問うという民事的対処につき、こ

れら議論の問題点を論じてきた。第 1 節で、719条 1 項後段についての議論は従来都市大気

汚染・公害を念頭に重ねられてきたものであるため、加害者の属性が一般個人と（大）企

業とで異なり、それにより資力の問題が顕在化する点、さらに加害者間の公平な損害分担

（求償）も困難な点を述べた。第 2 節で、「感情の領域」である名誉感情という保護法益の

性質ゆえに、健康が主たる保護法益の公害などの場合よりも、寄与度の主張立証・評価に

馴染みにくい点を述べた。 

 したがって、結論として、これまで発展してきた719条 1 項後段（本来適用／類推適用）

に関する議論や、とりわけ累積的競合類型に関する議論は、都市大気汚染・公害訴訟の事

件類型に強く密接に結びついているため、ネット炎上という異質な事件類型に単純に持ち

込むには、その特性に合わせた個別具体化・正当化が未だ不十分ゆえに慎重になるべきで

ある。 

 

終章 おわりに 

 最後になるが、「投稿に用いられた文言それ自体の侮辱性が高いとはいえず、それのみを

もっては社会通念上許される限度を超える侮辱行為とはいえない投稿が、複数の者により

全体として大量に行われている場合76」であるネット炎上のケースは、関連共同性が認め

られない、ないし認めるべきでない場合、すべて累積的競合事案に包摂されるのだろうか。

これは試論だが、むしろ、累積的競合のうちの特殊なケースである、「重合的競合」に該当

する場合が多いのではないか。ここで、重合的競合とは、加害者が多数に上り（「数人」を

超える）、最も多く寄与した者数人でも、結果の主要部分を惹起したとはいえない場合と定

 
75 中原・前掲註（55）62頁。 
76 「取りまとめ」67頁。 
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義できる77。この競合類型では、各被告の寄与度が極めて小さいことに着目して、被告間

に社会観念上の一体性が（弱い関連共同性も）ない場合には、寄与度不明のケースのよう

な、立証責任の転換という効果を付与するに足りる条件も備えていないとする。他方で、

総体的には、被告らは寄与度に応じた損害を発生させたことは明らかであるから、全額に

ついて連帯責任を負わせるのではなく、719条 1 項後段の「趣旨」を用いて、被告ら各自の

寄与度に基づく限度責任を負うとするのである78。当該競合類型の処理が、どの程度まで

炎上ケースに応用可能であるかは私も手探りの段階である。寄与度の観念可能性や、被害

者が加害者らから実際に賠償を得られるかなど、依然難点は多いが、誹謗中傷問題の実態

に即した、より「マシな」解決に資するかもしれない。 

 

 
77 大塚・前掲註（21）『新注釈民法（16）』285頁。 
78 大塚・前掲註（21）『新注釈民法（16）』315-316頁。同「建設アスベスト訴訟における加害行為の競合」

能見善久ほか編『野村豊弘先生古稀記念論文集 民法の未来」(商事法務、2014年）286頁以下参照。 




